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５．申請者への情報発信

〇申請書受付時に、現地立ち合いや家財搬出、ライフライン手続き、残置物撤去の可否など注意事項を
説明した。

〇今後は申請者に対してよりきめ細かな情報発信を行っていく。
・ホームページを通じて、申請者の管理番号ごとに、およその解体着手時期を掲載している。
・今までは、解体着手の約３か月前におおよその時期を連絡し、工事着手日の決定を着手の
約２週間前に連絡をしている。今後は、加えて解体着手の１ヶ月前にも連絡する。

３．着手件数︓３６２件（３４．４％）※費用償還含む

４．完了件数︓３２７件（３１．１％）※費用償還含む

２．決定通知送付件数︓７３５件（６９．８％）

・うち公費解体・・・６７２件（７１．５％）
・うち費用償還・・・ ６３件（６９．２％）

１．申請件数︓１，０３１件

・うち公費解体・・・９４０件（９１．２％）
・うち費用償還・・・ ９１件（ ８．８％）
※このほかに仮申請２２件（公費解体２０件 費用償還２件）有


